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１. 17年 9月中間期の業績（平成17年4月1日 ～ 平成17年9月30日）
(1)経営成績  （注）金額の百万円未満は切り捨てて表示しております。

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 9月中間期 30,158 4.2 △ 1,440 － △ 1,220 －
16年 9月中間期 28,943 2.5 △ 1,623 － △ 1,373 －
17年 3月期 117,092 2,565 2,965

中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間

( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

17年 9月中間期 △ 727 － △ 11.77
16年 9月中間期 △ 712 － △ 11.51
17年 3月期 1,994 31.87
(注)①期中平均株式数    17年 9月中間期 　61,813,530株   16年 9月中間期 61,856,438株   17年 3月期　61,844,248株

    ②会計処理の方法の変更　　 無

    ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

17年 9月中間期 － －
16年 9月中間期 － －
17年 3月期 － 10.00

(3)財政状態
総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

17年 9月中間期 110,942 57,326 51.7 927.53
16年 9月中間期 115,532 54,112 46.8 874.94
17年 3月期 126,960 57,683 45.4 932.68
(注)①期末発行済株式数    17年 9月中間期 61,804,719株   16年 9月中間期 61,847,321株   17年 3月期 61,822,767株

    ②期末自己株式数 　　 17年 9月中間期  3,532,500株   16年 9月中間期  3,489,898株   17年 3月期  3,514,452株

２. 18年 3月期の業績予想（ 平成17年4月1日  ～  平成18年3月31日 ）
　 売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益 １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 117,200 3,500 2,000 10.00 10.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）    31 円 98 銭

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって

　予想数値と異なる結果となる可能性があります。

  なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料６ページをご参照下さい。

平成17年11月18日



 －23－

６．中間個別財務諸表等 
（１）比較中間貸借対照表                                                              （単位  百万円） 

科 目 前中間会計期間末 
（１６．９．３０現在） 

当中間会計期間末 
（１７．９．３０現在） 

対前中間会計期間末 
増 減 

前 事 業 年 度 の 
要約貸借対照表 
（１７．３．３１現在） 

流 動 資 産 ７４,９８９ ６９,３３７ △ ５,６５１ ８５,６１７ 

現 金 預 金 １３,３５２ １０,３０１ △ ３,０５１ １４,１８９ 

受 取 手 形 １,３７３ １,５４６  １７３ １,９６６ 

完 成 工 事 未 収 入 金 ８,２６８ １４,８７２  ６,６０３ ４４,７７２ 

有 価 証 券 ７,６０１ ８,４０２  ８００ １,１０２ 

未 成 工 事 支 出 金 ３６,７７４ ２８,２７６ △ ８,４９８ １７,７１６ 

繰 延 税 金 資 産 ２,２２４ ２,３４５  １２１ １,８９１ 

そ の 他 ５,６７６ ３,８５０ △ １,８２６ ４,２９７ 

貸 倒 引 当 金 △        ２８２ △        ２５６  ２６ △   ３１７ 

      

固 定 資 産 ４０,５４３ ４１,６０４  １,０６１ ４１,３４２ 

有 形 固 定 資 産 １６,６９８ １５,６６９ △ １,０２９ １６,２４５ 

建 物 ８,３２０ ７,６５４ △ ６６５ ８,０４５ 

土 地 ７,２８６ ６,７５９ △ ５２６ ６,９４２ 

そ の 他 １,０９２ １,２５５  １６３ １,２５６ 

無 形 固 定 資 産 ２,６５４ ２,４４４ △ ２１０ ２,６３８ 

投 資 そ の 他 の 資 産 ２１,１８９ ２３,４９０  ２,３００ ２２,４５８ 

投 資 有 価 証 券 １６,４８３ ２０,１２２  ３,６３８ １８,４００ 

繰 延 税 金 資 産 ３,６１８ ２,３６８ △ １,２４９ ３,０６５ 

そ の 他 １,６９８ １,３８５ △ ３１３ １,４６５ 

貸 倒 引 当 金 △   ６１１ △        ３８７  ２２４ △   ４７２ 

   

 
  

  
 

資 産 合 計 １１５,５３２ １１０,９４２ △ ４,５８９ １２６,９６０ 
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           （単位  百万円） 

科 目 前中間会計期間末 
（１６．９．３０現在） 

当中間会計期間末 
（１７．９．３０現在） 

対前中間会計期間末 
増 減 

前 事 業 年 度 の 
要約貸借対照表 
（１７．３．３１現在） 

流 動 負 債 ３９,３３５ ３８,８７３ △ ４６２ ５４,２５３ 

支 払 手 形 ７,７２８ ２,３５４ △ ５,３７３ １０,０４９ 

工 事 未 払 金 １０,４７５ １８,００５  ７,５３０ ２４,１０６ 

短 期 借 入 金 ２３２ ６,８２０  ６,５８８ ６,８３６ 

未 成 工 事 受 入 金 １３,３４８ ６,８１６ △ ６,５３２ ４,３７３ 

完成工事補償引当金 ４９ ４２ △ ７ ４７ 

工 事 損 失 引 当 金 ―  １５６  １５６ １５１ 

賞 与 引 当 金 ２,１０６ ２,０８１ △ ２４ ２,７５４ 

そ の 他 ５,３９６ ２,５９７ △ ２,７９８ ５,９３５ 

      

固 定 負 債 ２２,０８３ １４,７４３ △ ７,３４０ １５,０２３ 

長 期 借 入 金 ６,８２０ ―  △ ６,８２０ ―  

退 職 給 付 引 当 金 １４,６９９ １４,２６６ △ ４３３ １４,４４７ 

役員退職慰労引当金 １７０ ８０ △ ８９ １７８ 

そ の 他 ３９３ ３９６  ２ ３９７ 

負 債 合 計 ６１,４１９ ５３,６１６ △ ７,８０２ ６９,２７６ 

      

資 本 金 ８,４９４ ８,４９４  ―  ８,４９４ 

資 本 剰 余 金 ７,７９２ ７,７９２  ―  ７,７９２ 

資 本 準 備 金 ７,７９２ ７,７９２  ―  ７,７９２ 

利 益 剰 余 金 ３７,１０８ ３８,４４６  １,３３７ ３９,８１５ 

利 益 準 備 金 １,３８６ １,３８６  ―  １,３８６ 

任 意 積 立 金 ３５,４６３ ３６,８８４  １,４２１ ３５,４６３ 

中間（当期）未処分利益 ２５９     １７５ △ ８３ ２,９６５ 

その他有価証券評価差額金 ２,２２２ ４,１２４  １,９０２ ３,１００ 

自 己 株 式 △   １,５０４ △   １,５３１ △ ２６ △  １,５１８ 

資 本 合 計 ５４,１１２ ５７,３２６  ３,２１３ ５７,６８３ 

負 債 資 本 合 計 １１５,５３２ １１０,９４２ △ ４,５８９ １２６,９６０ 
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（２）比較中間損益計算書                                                              （単位  百万円） 

科 目 
前中間会計期間 
自１６. ４. １ 
至１６. ９.３０ 

当中間会計期間 
自１７. ４. １ 
至１７. ９.３０ 

対前中間会計期間 
増 減 

前 事 業 年 度 の 
要約損益計算書 
自１６. ４. １ 
至１７. ３.３１ 

      
完 成 工 事 高 ２８,９４３ ３０,１５８  １,２１５ １１７,０９２ 
完 成 工 事 原 価 ２５,６２６ ２６,９０１  １,２７４ １０４,５６９ 

完 成 工 事 総 利 益 ３,３１６ ３,２５７ △ ５９ １２,５２２ 

販売費及び一般管理費 ４,９４０ ４,６９８ △ ２４２ ９,９５７ 
営 業 利 益 又 は 
営 業 損 失 （ △ ） △  １,６２３ △  １,４４０  １８３ ２,５６５ 

営 業 外 収 益 ３１１ ２７５ △ ３５ ５２９ 

受 取 利 息 ６ １２  ５ １２ 
そ の 他 ３０４ ２６３ △ ４１ ５１６ 

営 業 外 費 用 ６１ ５５ △ ５ １２９ 

支 払 利 息 ５７ ５５ △ ２ １１７ 
そ の 他 ４ ０ △ ３ １２ 
経 常 利 益 又 は 
経 常 損 失 （ △ ） △  １,３７３ △  １,２２０  １５３ ２,９６５ 

特 別 利 益 ４９５ ３０７ △ １８７ ５３２ 

特 別 損 失 １７８ ２２１  ４２ ２４７ 
   

税 引 前 当 期 純 利 益 又 は 
税 引 前 中 間純 損 失（ △）   △   １,０５７ △   １,１３４ △ ７７ ３,２５０ 

   

法人税、住民税及び事業税 ４９ ４８ △ １ １,３６１ 
法 人 税 等 調 整 額  △   ３９４  △     ４５４ △ ６０ △  １０５ 

   

当 期 純 利 益 又 は 
中 間 純 損 失 （ △ ）  △   ７１２ △     ７２７ △ １５ １,９９４ 

   

前 期 繰 越 利 益 ９７１ ９０３ △ ６７ ９７１ 
    

中 間 （ 当 期 ） 未 処分 利益    ２５９ １７５ △ ８３ ２,９６５ 
      

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

( ）( ） ( ）
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（中間財務諸表作成の基本となる重要な事項） 

    

 １.資産の評価基準及び評価方法 

  （１）有価証券 

        ① 子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法 

 

② その他有価証券 

     時価のあるもの     中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入 

                              法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

          時価のないもの     移動平均法による原価法 

 

  

  （２）たな卸資産 

        ① 未成工事支出金        個別法による原価法 

        ② 材料貯蔵品          移動平均法による原価法 

  

 ２.固定資産の減価償却の方法 

     ① 有形固定資産               定率法 
 ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（附属設備を除く） 

                                           については、定額法 

                                           なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法 

                                           と同一の基準によっておりますが、車両運搬具の動力車についての 

                                           耐用年数は法人税法に規定する耐用年数より、おおむね５０％を短 

                                           縮しております。 

  

     ② 無形固定資産         定額法 

                      なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可 

                      能期間（５年）に基づいております。 

  

 ３.引当金の計上基準 

     ① 貸倒引当金         売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒 

                                 実績率に基づき、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に債権の回収可能 

                 性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
    

     ② 完成工事補償引当金 完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当中間会計期間末に至る一年間 

 の完成工事高に対し、過去の完成工事に係る補償額の実績を基に将来の発生見 

                                 込額を加味して計上しております。 
    

     ③ 工事損失引当金   当中間会計期間末における手持受注工事のうち、損失が確実視されその金額を 

 合理的に見積もることができる工事について、損失見込額を計上しております。 
  

     ④ 賞与引当金     従業員に支給する賞与に備えるため、当中間会計期間に対応する支給見込額を 

 計上しております。 
    

     ⑤ 退職給付引当金   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び 

                 年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認めら 

                 れる額を計上しております。 

                                 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 

                                 （１０年）による定額法により費用を減額処理しております。 

                                 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間 

                                 以内の一定の年数（１０年）による定率法により発生の翌事業年度から費用処 

                                 理しております。 
    

     ⑥ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づき計算した当中間会計期間 

                 末における支給基準の１００％相当額を計上しております。 
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 ４.リース取引の処理方法 

      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 

      通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

  

 ５.その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

     ①完成工事高の計上基準 

      完成工事高の計上は、工事完成基準によっております。 

 ②消費税等の会計処理 

       消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

  ( 会計処理の変更 ) 
固定資産の減損に係る会計基準 

当中間会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。これにより税引前中間純損失は、１７６百万円増

加しております。 
なお、減損損失累計額については、改正後の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控除してお

ります。 

        

        

[注記事項]        
           

 (中間貸借対照表関係)        
 １．有形固定資産の減価償却累計額     
            

  (前中間会計期間末）  (当中間会計期間末）  ( 前事業年度末 ) 

  １４,１８３ 百万円  １４,１１１ 百万円  １４,１５３ 百万円 
            

 ２．消費税等 (前中間会計期間末）  (当中間会計期間末）  ( 前事業年度末 ) 

    

   

   

   

 

仮払消費税等と仮受消

費税等は相殺のうえ、２

５４百万円は中間貸借対

照表上、流動資産の「そ

の他」に含めて表示して

おります。  

仮払消費税等と仮受消

費税等は相殺のうえ、１

８７百万円は中間貸借対

照表上、流動資産の「そ

の他」に含めて表示して

おります。  

 

         

 ３．担保に供している資産 (前中間会計期間末）  (当中間会計期間末）  ( 前事業年度末 ) 

投資有価証券 － 百万円  １６ 百万円  １２ 百万円 

   
PFI 3事業に関する事業会

社（SPC）の借入金の担保 
 
PFI 2事業に関する事業会

社（SPC）の借入金の担保 

         

 (中間損益計算書関係)         

 １．その他営業外収益のうち主な内訳 (前中間会計期間） (当中間会計期間）  ( 前事業年度 ) 
          

  有 価 証 券 利 息          ５ 百万円  ０ 百万円  ６ 百万円  

  受 取 配 当 金          ２０３   ２２１   ２５２   
          

 ２．特別利益のうち主な内訳        (前中間会計期間） (当中間会計期間）  ( 前事業年度 ) 

  前期損益修正益          

    貸倒引当金戻入額 ８７ 百万円  ７９ 百万円  ７６ 百万円  

  
 完成工事補償引当金 

 戻入額 
２５   １６   １７   

  固定資産売却益            

    土地 ２２０   ２１１   ２６８   

  投資有価証券売却益 １３１   －   １３１   
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 ３．特別損失のうち主な内訳        (前中間会計期間）  (当中間会計期間）  ( 前事業年度 ) 

  投資有価証券評価損 － 百万円  ２９ 百万円  ５ 百万円  

  ゴルフ会員権等評価損 ４４  
 

 
－ 
 

 

 

 
４５ 

 

 
 

  減損損失 －   １７６   －   

  
 

固定資産除却損 
         

  建物 １８   ８   ２６   

  車両運搬具 －   １   ４   

  無形固定資産 ９０   －   ９０   

            

    

なお、ゴルフ会員権等評

価損には預託保証金の貸

倒見込額に対する貸倒引

当金繰入額４３百万円が

含まれております。 

 

 

 

 

なお、ゴルフ会員権等評価

損には預託保証金の貸倒

見込額に対する貸倒引当

金繰入額４４百万円が含

まれております。 

          

        

 減損損失  当中間会計期間において、当社

は以下の資産グループについて

減損損失を計上いたしました。 
場所 用途 種類 
広 島 県 
広 島 市 

中国支店

事務所 建物 

札 幌 市

北 区 
賃貸用 
駐車場 土地 

北 海 道

釧 路 市

他５件 
遊休資産 建物等、

土地 

当社は事業用資産については

管理会計上の区分に基づき各支

店単位、賃貸用資産及び遊休資

産については個別にグループ化

し減損損失の判定を行いまし

た。 
その結果、近年の予想し得な

い地価の下落や経営環境の悪化

により、上記の資産の帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（１７６百

万円）として特別損失に計上い

たしました。その内訳は建物等

１０１百万円、土地７４百万円

であります。 
なお、当該資産の回収可能価

額は正味売却価額により測定し

ており、相続税評価額を合理的

に調整し、処分費用見込額を控

除した価格により評価しており

ます。 
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 ４．法人税等調整額    (前中間会計期間）  (当中間会計期間）  ( 前事業年度 ) 

    

中間会計期間に係る納

付税額及び法人税等調整

額は、当事業年度において

予定している利益処分に

よる圧縮積立金の積立て

及び取崩しを前提として、

当中間会計期間に係る金

額を計算しております。 

 

同      左 

 

 

          

 ５.完成工事高の季節的変動        (前中間会計期間） (当中間会計期間）  ( 前事業年度 ) 
          

 

   

当社の完成工事高は通

常の営業の形態として、上

半期に比べ下半期に完成

する工事の割合が大きい

ため、事業年度の上半期の

完成工事高と下半期の完

成工事高との間に著しい

相違があり、上半期と下半

期の業績に季節的変動が

あります。当中間会計期間

末に至る一年間の完成工

事高は次のとおりであり

ます。 

 

同      左 

  

            

   前事業年度下半期 ９０,５３５ 百万円  ８８,１４８ 百万円    

   当中間会計期間         ２８,９４３   ３０,１５８     

    計 １１９,４７９   １１８,３０７     
            

      

 ６．減価償却実施額 (前中間会計期間）  (当中間会計期間）  ( 前事業年度 ) 
          

有 形 固 定 資 産         ４０２ 百万円 ３７９ 百万円 ８４８ 百万円 

無 形 固 定 資 産         １２８  １９４  ３４７    

投資その他の資産         ０  

 

－  ０  
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  （リース取引関係）         

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引  

 １． リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額   

          

   （前中間会計期間）     （単位  百万円）  

    
取 得 価 額 

相 当 額 

減 価 償 却 累 計 額  

相 当 額 

中 間 期 末 残 高  

相 当 額 

    建 物           ８  ４  ３   

   その他有形固定資産           １,９１２  ８６５  １,０４７   

    無 形 固 定 資 産           ３５  ３２  ２   

    合 計           １,９５６  ９０３  １,０５３   
          

   （当中間会計期間）       （単位  百万円） 

    
取 得 価 額 

相 当 額 

減 価 償 却 累 計 額  

相 当 額 

中 間 期 末 残 高  

相 当 額 

    建 物           ８   ６  ２   

   その他有形固定資産           ２,４２５   １,０２６  １,３９８   

    無 形 固 定 資 産           １７   １  １５   

    合 計           ２,４５１   １,０３４  １,４１６   
          

   （前事業年度）       （単位  百万円） 

    
取 得 価 額 

相 当 額 

減 価 償 却 累 計 額  

相 当 額 

期 末 残 高  

相 当 額 

    建 物           ８   ５  ２   

   その他有形固定資産           ２,２４６   ９７１  １,２７４   

    無 形 固 定 資 産           ７   ７  ０   

    合 計           ２,２６２   ９８４  １,２７７   

            

 ２.未経過リース料中間期末（期末）残高相当額         

  (前中間会計期間） (当中間会計期間）    ( 前事業年度 )  

  １     年     内 ３２５ 百万円  ３９０ 百万円  ３５７ 百万円  

  １     年     超   ７２８    １,０２５   ９２０  

  合          計 １,０５３   １,４１６   １,２７７  
          

 ３.支払リース料及び減価償却費相当額     

      (前中間会計期間）  (当中間会計期間） ( 前事業年度 ) 

  支 払 リ ー ス 料 １８７ 百万円  ２０１ 百万円 ３９４ 百万円 

  減価償却費相当額 １８７   ２０１   ３９４   
            

 ４.減価償却費相当額の算定方法は､リース期間を耐用年数とし､残存価額を零とする定額法によっております。 
           

 ５.取得価額相当額及び未経過リース料中間期末（期末）残高相当額は､未経過リース料中間期末（期末）残高が 

  有形固定資産の中間期末（期末）残高等に占める割合が低いため､支払利子込み法により算定しております。 
           

 （減損損失について） 

  当中間会計期間において、リース資産に配分された減損損失はないため、項目等の記載は省略しております。 

        
 （有価証券関係）         

     当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価の

あるものはありません。 
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７．部門別受注･売上･繰越高（当社個別） 

１． 受 注 高                                    （単位 百万円） 

区 分 

 

前 中 間 会 計 期 間 
自 １６．４． １ 

至 １６．９．３０ 

 

当 中 間 会 計 期 間 
自 １７．４． １ 

至 １７．９．３０ 

対 前 中 間 会 計 期 間 

増 減 

対 前 中 間 会 計 期 間 

増 減 率 

 

前 事 業 年 度 
自 １６．４． １ 

至 １７．３．３１ 

    ％  

鉄 道 電 気 工 事 ２５,８２３ ３０,０１４ ４,１９１ １６．２ ５３,４２７ 

一 般 電 気 工 事 １５,１９０ １６,０６７ ８７７ ５．８ ３８,６６７ 

情 報 通 信 工 事 ７,４２８ ６,７８４ △  ６４３ △  ８．７ １４,０９７ 

合 計 ４８,４４１ ５２,８６６ ４,４２４ ９．１ １０６,１９１ 

 

２． 売 上 高                                    （単位 百万円） 

区 分 

 

前 中 間 会 計 期 間 
自 １６．４． １ 

至 １６．９．３０ 

 

当 中 間 会 計 期 間 
自 １７．４． １ 

至 １７．９．３０ 

対 前 中 間 会 計 期 間 

増 減 

対 前 中 間 会 計 期 間 

増 減 率 

 

前 事 業 年 度 
自 １６．４． １ 

至 １７．３．３１ 

    ％  

鉄 道 電 気 工 事 １２,５８２ １４,７８４ ２,２０２ １７．５ ５６,３８８ 

一 般 電 気 工 事 １１,６９３ ９,８８６ △ １,８０７ △ １５．５ ４０,４５５ 

情 報 通 信 工 事 ４,２５５ ４,９０９ ６５３ １５．４ １９,１５９ 

そ の 他 ４１２ ５７８ １６５ ４０．２ １,０８８ 

合 計 ２８,９４３ ３０,１５８ １,２１５ ４．２ １１７,０９２ 

 

３． 下期繰越高                                    （単位 百万円） 

区 分 

 

前 中 間 会 計 期 間 
 

(１６．９．３０現在) 

 

当 中 間 会 計 期 間 
 

(１７．９．３０現在) 

対 前 中 間 会 計 期 間 

増 減 

対 前 中 間 会 計 期 間 

増 減 率 

 

前 事 業 年 度 
 

(１７．３．３１現在) 

    ％  

鉄 道 電 気 工 事 ４３,９１３ ４２,９４０ △  ９７３ △  ２．２ ２７,７１０ 

一 般 電 気 工 事 ３４,２８０ ３５,１７７ ８９７ ２．６ ２８,９９６ 

情 報 通 信 工 事 １３,４３７ ７,０７７ △ ６,３６０ △ ４７．３ ５,２０２ 

合 計 ９１,６３２ ８５,１９５ △ ６,４３６ △  ７．０ ６１,９０９ 

（注）１．不動産の賃貸・管理等は、「１．受注高」及び「３．下期繰越高」には金額が含まれておりません。 

      ２．記載金額は消費税等抜きで表示しております。 

 

 
 


